
これまでの観光地域づくりの課題

0

日本版ＤＭＯ形成･確立の必要性

地域の多様な関係者を巻き込みつつ、科学的アプロ－チを取り入れた
観光地域づくりを行う舵取り役＝「日本版ＤＭＯ」を各地域で形成･確立

関係者の巻き込みが不十分

･文化、農林漁業、商工業、環境、
スポーツなど地域の関連事業者や住民等
の多様な関係者の巻き込みが不十分
⇒地域の幅広い資源の最大限の活用に
つながらない

⇒地域住民の誇りと愛着を醸成する豊か
な地域づくりにつながらない

データの収集･分析が不十分

･来訪客に関するデータの収集･分析が不
十分。観光客を十把一絡げに扱っている
地域が少なくない
⇒ターゲットとなる顧客層や地域のコンセ
プトが十分に練られていない
⇒変化する観光市場に対応できない

民間的手法の導入が不十分

･効果的なブランディングやプロ
モーションといった民間的な手法
の導入が不十分
⇒観光客に対して、「刺さる」競争
力を持つ観光地ブランディングが
できていない。

関係者の巻き込み
内外の人材やノウハウの取り込み

データの収集･戦略の策定 ブランド力を高める仕組み プロモーション

（例）外国人職員による
効果的なプロモーション

例）富良野･美瑛観光圏によるＳＷＯＴ分析 例）雪国観光圏「SAKURA QUALITY」

･雪国観光圏では、
外国人の受入体
制などにより宿泊
施設等の評価を
行う品質認証制
度「サクラクオリ
ティ」を導入。

人材 ノウハウ内外から取り込み

（参考）



日本版ＤＭＯの役割、多様な関係者との連携

多様な関係者との連携

日本版ＤＭＯ
宿泊施設

交通事業者

商工業

飲食店

農林漁業

・個別施設の改善
･品質保証の導入

・農業体験プログラムの提供
・６次産業化による商品開発

・ふるさと名物の開発
・免税店許可の取得

・二次交通の確保
・周遊企画乗車券の設定

・「地域の食」の提供
・多言語、ムスリム対応

･観光振興計画の策定
･プロモーション等の
観光振興事業
･インフラ整備（景観、
道路、空港、港湾等）
･文化財保護･活用
･観光教育
･交通政策
･各種支援措置

行政

日本版ＤＭＯの役割

観光地域づくりの一主体として実施する
個別事業

（例）･着地型旅行商品の造成･販売、
･ランドオペレーター業務の実施 等

地域住民

･観光地域づくりへの理解
・市民ガイドの実施

① 日本版ＤＭＯを中心として観光地
域づくりを行うことについての
多様な関係者の合意形成

② ･各種データ等の継続的な
収集･分析、
･明確なコンセプトに基づいた
戦略の策定、
･ＫＰＩの設定･ＰＤＣＡサイクルの
確立

③ 関係者が実施する観光関連事業と

戦略の整合性に関する調整･仕組み
作り、プロモーション

観光客の呼び込み

地域一体の魅力的な観光地域づくり
戦略に基づく一元的な情報発信・プロモーション

観光による地方創生

内外の人材やノウハウを取り込みつつ、多様な関係者と連携
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概要

登録の枠組み

○ 日本版ＤＭＯの候補となりうる法人を観光庁に「登録」。
○ 登録された法人（日本版ＤＭＯ候補法人）に対して、関係省庁連携支援チームを通じて支援。

① 取組目標･水準の提示による日本版ＤＭＯの形成･確立の促進
② 日本版ＤＭＯの形成･確立を目指す地域の情報を共有することによる支援の重点化
③ 日本版ＤＭＯ候補法人の間の適切な連携を促すによる各法人間の役割分担がされた効率的な観光地域づくり

目的

【登録対象】地方公共団体と連携してマーケティングやマネジメント等を行うことにより観光地域づくりを担う法人

【登録の区分】対象エリアの広さに応じた３区分で登録
○広域連携ＤＭＯ
･ 複数都道府県に跨がる区域（地方ブロック単位）を一体とした観光地域として、観光地域づくりを行う組織

○地域連携ＤＭＯ
･ 複数の地方公共団体に跨がる区域を一体とした観光地域として、観光地域づくりを行う組織

○地域ＤＭＯ
･ 原則として、基礎自治体である単独の市町村の区域を一体とした観光地域として、観光地域づくりを行う組織

日本版ＤＭＯの候補となりうる法人の登録について～制度概要～
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（１）日本版ＤＭＯを中心として観光地域づくりを行うことについての多様な関係者の合意形成

登録の５要件

日本版ＤＭＯ内に行政
や関係団体をメンバー
とする委員会等を設置

いずれか１項目 予定可

日本版ＤＭＯの意思決定に関与でき
る立場で行政や幅広い分野の関係団
体の代表者が参画

各種データ等の継続的な収集･分析

日本版ＤＭＯの取組に関する連絡調
整を行うため、行政や関係団体で構
成する協議会等をＤＭＯと別に設置

その他、関係者の合意形成が有効
に行われる仕組みの存在

（２）データの継続的な収集、戦略の策定、ＫＰＩの設定･ＰＤＣＡサイクルの確立 全項目必須 予定可

データに基づく明確なコンセプトを持った
戦略の策定

ＫＰＩの設定･ＰＤＣＡサイクルの確立
※観光消費額、延べ宿泊者数、満足度、
リピーター率の４項目は必須。

（３）関係者が実施する観光関連事業と戦略の整合性に関する調整･仕組み作り、プロモーション 全項目必須 予定可

地域社会とのコミュニケーション･地域の
観光関連事業者への業務支援を通じた
多様な関係者との戦略の共有
（例）観光地域づくりに関する定期
ミーティングの開催等

地域が観光客に提供するサービスを、
維持･向上･評価する仕組みや体制の
構築
（例）地域の「食」を提供する仕組み等

地域一体となった戦略に
基づく一元的な情報発信･プロモーション
（例）ワンストップ窓口の設置、
ターゲット別のプロモーション
方針の作成等

（４）日本版ＤＭＯの組織 全項目必須

法人格の取得
意思決定の仕組みの構築
（責任を負う者の明確化）

データ収集･分析等の専門人材が
ＤＭＯ専従で最低一名存在

（５）安定的な運営資金の確保

自律的･継続的に活動するための安定的な運営資金の確保の見通し
（例）収益事業（物販、着地型旅行商品の造成･販売等）、特定財源（法定外目的税、分担金）、行政からの補助金･委託事業等。

予定可

予定可
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手引き・登録要領の公表

ＤＭＯ形成に係る手引き･登録要領等の公表

ＤＭＯ機能を担おうとする法人が、ＤＭＯ形成に
関する計画を作成し、地方公共団体と連名で提出

･日本版ＤＭＯを核とした観光地域づくりの
取組の実施
･ＫＰＩの設定･ＰＤＣＡサイクル導入による
自己評価 等
※少なくとも年１回実施し、結果を観光庁に報告。

観光庁による登録

日本版ＤＭＯ形成・確立計画の提出

１１月１８日：「日本版ＤＭＯ」形成・確立に係る手引き・登録要領公表
１１月１９日～：各地域での説明会を開催
１１月下旬～１２月上旬：「日本版ＤＭＯ」候補法人の登録開始
※新型交付金の交付申請開始のタイミングで、第一次〆切を設ける
が、その後も随意募集

１月～２月：各地域におけるシンポジウムの開催

日本版ＤＭＯとしての活動の実施

募集

観光庁

地域

地域

歴史・景観
まちづくり

宿泊施設
飲食店

交通

産業観光
商工業（ふるさと名物）

農林水産業

○関係省庁の支援の重点実施

○支援メニュー集の策定 ○現場における課題やニーズの共有

○地域からの相談へのワンストップ対応

等

「日本版ＤＭＯ」を核とする
観光地域づくりに対する
関係省庁連携支援チーム

伝統･文化･歴史

自然観光資源

通信

応募

登録法人は
観光庁ＨＰで公表

関係省庁をあげて、横の連携を強化し、地域の取組を強力に支援

新型交付金による支援

登録のフロー

関係省庁の施策の重点投下

スケジュール（予定）

スポーツ
イベント
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